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『財政と公共政策』投稿規定

　本誌は，財政と公共政策に関する幅広い領域の理論的・実証的研究の成果を公表し，相互交流を促すこ
とによって財政学研究，および公共政策研究の更なる深化・発展に寄与していくことを目指しています．
本誌の発行は財政学研究会を母体としていますが，上述の目的のために会員だけでなく広く非会員の方々
からの本誌への投稿も歓迎します．
　本誌への投稿論文は，財政学研究会内に設けられた『財政と公共政策』編集委員会によって受理され，
編集委員会の選任した複数の査読者による審査の上，掲載を許可されたものが掲載されます．なお，投稿
を希望される方は，以下の投稿規定に留意されるようお願い申し上げます．

投 稿 規 程
［本誌の扱う内容］
　財政学（予算論，経費論，租税論，公債論，地方財政論，国際財政論，財政政策論，財政思想，財政史等），
国家・自治体論，地方自治論，ガバナンス論，規制緩和，民営化，公益事業論，公共政策論（環境政策，
交通政策，国土政策，都市政策…）等関連領域．

［投稿論文の受理］
　投稿論文は随時受け付けています．到着した原稿を事務局が確認し、投稿規程を満たしたものと判断され
たものから順次査読に入り，査読終了後に掲載が決定したものから順番に，年2回発行（5月，10月）される
本誌に掲載していくことにします．なお，投稿された論文は，採択の可否にかかわらず返却されません．

［投稿論文の種別］
　投稿論文には．研究論文、研究ノート、展望論文の3種類があり，原則として査読付です。制限字数は，
Microsoft Wordのカウントで，研究論文20000字，研究ノート12,000字，展望論文16,000字です．ただし制
限字数は全て図表込みの数字です．図表を用いる場合は1点を800字と計算し，5点までを上の字数に含める
ことができます．また，総字数が上記の制限字数を超える場合，受理致しませんので．あらかじめご留意
下さい．なお，抜き刷りにつきましてはご要望に添えかねますので，ご了承ください．

［投稿料］
　財政学研究会会員は無料，非会員は有職者の方が1万円，大学院生の方は5千円となります．共著の論文
の場合は，共著者のうちの責任著者あるいは筆頭著者が会員であれば無料，非会員であれば有職者の方が1
万円，大学院生の方は5千円となります．

［論文提出要領］
　投稿を希望される方は，Microsoft Word による文書ファイルを下記の投稿論文送付先に提出して下さい．
なお，上記の文書ファイルではなくハードコピーにて投稿を希望される方は本研究会までお問い合わせ下
さい．また，掲載が決定した場合には，Microsoft Word，による文書ファイルを提出して頂くことになり
ますので，あらかじめご留意下さい．図表をファイルとして提出する場合には，上記ワープロソフトで作
成できるもの以外には，Microsoft Excel，PDFによって作成されたものに限り，受領することが可能です．
それ以外のものは．鮮明な印刷原稿．またはコピーをご用意下さい．なお，投稿論文には以下の内容を記
載した表紙を添付して下さい．①論文タイトル②投稿者の氏名③連絡先（住所，電話・FAX番号．Eメー
ルアドレス）④英文タイトル⑤英文氏名⑥内容要約（日本語，約 200 字）⑦論文のキーワード（5語以内）．

［査読について］
　投稿原稿の査読は，原則として査読 1回、再査読 1回の計 2回で行います．

［投稿論文送付先］
財政学研究会事務局
〒 606-8501　京都市左京区吉田本町　京都大学大学院経済学研究科財政学（諸富）研究室内
　　　　　　Tel：075-753-3510
　　　　　　Fax：075-753-3492
　　　　　　E-mail：zsgkk.admn@gmail.com
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このたび，『財政と公共政策』誌上において，本号と次号にわたって，植田
和弘教授退職記念シンポジウムで行われた報告の内容を，当日の記録に基づ
き，報告者の確認を経て掲載させて頂くことにした．そこで，特集の冒頭の
当たり，本シンポジウムの紹介を若干させて頂くことにしたい．

京都大学で長年，財政学と環境経済学を担当され，膨大な研究業績を上げ
られるとともに，多くの学部生，大学生の教育に心血を注がれ，多数の有為
な人材を輩出された植田和弘教授は，2017年年3月末日をもって，京都大
学大学院経済学研究科および経済学部を定年により退職された．経済学研究
科としては，植田教授の長年の研究，教育，そして大学行政への顕著な貢献
を顕彰するために，シンポジウムを開催することにした．なお本シンポジウ
ムは，環境経済・政策学会のご後援を頂いた．

本シンポジウムは2017年 3月 8日に，京都大学の「百周年時計台記念
館百周年記念ホール」にて開催された．当日は，文世一経済学研究科長，徳
賀芳弘副学長による挨拶ののち，植田教授の学恩を受けた方々が中心となっ
て，5つのセッションを通じて植田教授の環境経済学・財政学を中心とした
広範な学問的業績を振り返り，今後のさらなる発展の可能性を論じる大変興
味深い報告が行われた．シンポジウム閉会にあたっては，宮本憲一大阪市立
大学名誉教授，池上惇京都大学名誉教授にご登壇頂き，植田教授退職にあた
ってのメッセージを頂いた．この場をお借りして，厚く御礼を申し上げたい．
総計で全国から300名を超える参加者をえて，各セッションでは熱心な討
論が行われ，本シンポジウムは成功裏のうちに閉会することができた．

　　　　　　  植田和弘教授退職記念シンポジ
ウム
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また，シンポジウム閉会後には芝蘭会館に会場を移し，100名を超える学
部／大学院の植田ゼミ卒業／修了生が参加して，謝恩会が盛大に開催された．
参加者同士の交流はもちろんのこと，卒業生・修了生による挨拶で，植田ゼ
ミにまつわる懐かしい思い出を参加者で共有することができた．会場の雰囲
気は，植田教授がご家族とともに来場され，ご挨拶をされたときに最高潮に
達した．一同，植田教授を囲んで記念撮影し，その元気なお姿に感銘を受け
て帰路に就くことができた．

さて，以下ではシンポジウム各セッションの内容と，報告者・報告タイト
ルを紹介させて頂くと同時に，それぞれのセッションの記録がどのような形
で公刊されるかについても，説明を加えさせて頂きたい．本誌には今号と次
号に分けて，「中国の環境問題と環境政策」，「地方財政と環境・文化」，そし
て「環境政策手法とエネルギー政策」の3つのセッションの記録が掲載される．
また，「持続可能な発展の理論」と「循環型社会と廃棄物・リサイクル」のセ
ッションは，報告者が報告内容に基づいて新たに論稿を作成し，環境経済・
政策学会の『環境経済・政策研究』誌上に掲載される．

1．  「中国の環境問題と環境政策」セッション（⇒『財政と公共政策』本号に
掲載）
座長：森晶寿（京都大学）
　孫穎（横浜国立大学）「中国の循環経済に関する研究とその後の研究展開」
　何彦旻（京都大学）「  中国の環境資源税制研究－植田先生との14年間を

振り返って」
　金紅実（龍谷大学）「  植田先生と中国環境行財政システムの研究及び環境

基礎人材育成への挑戦」

2．  「持続可能な発展の理論」セッション（⇒『環境経済・政策研究』第10
巻第2号 [2017年 9月刊行 ]1-44頁に掲載済み）
座長：佐藤真行（神戸大学）
　山口臨太郎（九州大学）「ストックによる持続可能性評価」
　篭橋一輝（南山大学）「クリティカル自然資本と持続可能性」
　山本芳華（平安女学院大学）「持続可能なまちづくりをめざして」

3．  「循環型社会と廃棄物・リサイクル」セッション（⇒『環境経済・政策研究』
第11巻第1号に掲載予定）
座長：小野隆弘（長崎大学）
　山川肇（京都府立大学）「ごみ有料化と拡大生産者責任の環境経済学」
　横尾英史（国立環境研究所）「  植田先生に招待された廃棄物とリサイクル



の経済学」
　沼田大輔（福島大学）「  植田先生に導いて頂いたデポジット制度の環境経

済学」

4．「地方財政と環境・文化」セッション（⇒『財政と公共政策』本号に掲載）
座長：川瀬光義（京都府立大学）
　西村宣彦（北海学園大学）「自治体財政再建と地域持続可能性」
　川勝健志（京都府立大学）「持続可能な地域発展と地方環境税の可能性」
　後藤和子（摂南大学）「文化と財政システム」

5．  「環境政策手法とエネルギー政策」セッション（⇒『財政と公共政策』次
号に掲載予定）
座長：諸富徹（京都大学）
　浜本光紹（獨協大学）「  グリーン・イノベーションへのまなざし－環境政

策と技術革新の経済分析を中心に－」
　高村ゆかり（名古屋大学）「  日本のエネルギー政策・温暖化政策―その現

状と課題」
　寺西俊一（帝京大学）「  『廃棄物とリサイクルの経済学』から，『緑のエネ

ルギー原論』へ－植田和弘教授の業績に学ぶ－」

当日は，近隣だけでなく遠路から多くの方々にご参加頂いた．そして多く
の卒業生／修了生からは，寄付という形で資金面からシンポジウムを支えて
頂いた．また，個々にお名前を挙げることは控えさせて頂くが，「植田和弘教
授退職記念行事実行委員会」に集い，このシンポジウムをたいへんな熱意で
支えて下さった皆様，そして植田研究室秘書を務められ，植田研究室を最後
まで守って頂いた中野晃代さんの存在なしには，本シンポジウムおよび謝恩
会の成功はありえなかった．この場をお借りして，心より感謝申し上げる次
第である．

本誌にこうしてシンポジウムの記録の一部を掲載させて頂けることを，個
人的にも大変嬉しく思うと同時に，植田教授の学問的業績やその問題意識が，
今後も財政学研究会の会員の皆様を通じて広く継承され，発展させられてい
くことを期待して筆を擱かせて頂きたい．

諸富　徹（京都大学）



　本特集は，2016年 4月 23日に京都大学にて行われた，財政学研究会・
春のシンポジウムにおける，大島堅一先生による講演の記録である．
　大島先生は，エネルギー利用と環境問題について長らく研究を続けてこら
れ，特に東日本大震災における福島第一原発の事故以降，原発のコスト論を
最重要課題として研究されてる．そのコストの問題を中心として，原発のコ
ストそれ自体の問題，原発の事故の費用に関連する負担問題，原子力延命策
としての優遇策について，講演された．
　シンポジウムでは，大島先生の講演に続き，活発な質疑応答が行われた．
多様な質問に対し，大島先生からはそれぞれに丁寧な解答をいただき，この
話題について，より理解を深めることができた．

『財政と公共政策』編集委員会

　　　　　　財政学研究会　春のシンポジウム
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　2016年 9月12日から13日にかけて，財政学研究会の夏合宿が行われ
た．この合宿は，東京都稲城市にて行い，12日には現地視察を行った．稲
城市では，財政の持続可能性を確保する上で重要な介護費の適正化に向けて，
「介護ボランティア制度」という独自の取り組みを実施している．その取り組
みにについて，市の担当者から話を伺い，参加者によるディスカッションを
行った．
　この特集に収められた論文は，その際に説明いただいた話を中心に，介護
ボランティア制度について，改めて書き下ろしていただいたものである．
　介護ボランティア制度の先進地域としての具体的な事例が豊富に含まれ，
地方財政を考える上で貴重な記録となっている．

『財政と公共政策』編集委員会

　　　　　　高齢者の社会参加で介護予防

　　　　　　
特集3



財政学研究会会則

Ⅰ　名称及び目的
　 　本会は財政学研究会と称し、財政学、経済学、公共政策及び関連諸分野における共同研究、な
らびに教育方法の研究をすすめることを目的とする。

Ⅱ　所　在　地
　　京都市左京区吉田本町京都大学経済学部内財政学（植田）研究室に本会事務局を置く。

Ⅲ　会員並びに入会規定
　 　会員及び院生会員を定める。会員及び院生会員は所定の会費を納入し、本会の運営及び共同研
究活動に参加する。会員及び院生会員の入会は、会員二名の推薦にもとづき総会においてこれを
決定する。院生会員から会員への移行については別途定める。

Ⅳ　会　代　表
　　本会代表一名を総会で選出する。会代表は総会の招集を行う。

Ⅴ　総　　　会
　 　少なくとも年一回は総会を開催し、年間共同研究計画の作成、入会者の決定、会計報告、運営
委員の選出等を行う。また、会員の十分の一の要求があれば、臨時総会を開催することができる。

Ⅵ　運営委員会
　 　総会において運営委員若干名を選出し運営委員会を組織する。運営委員会は次の総会までの会
務を執行し、必要に応じて事務局を置くことができる。

Ⅶ　会　　　費
　　会員より年間会費5,000円を徴収する。三ヵ年以上にわたり会費を納めないものは、原則として
会員たる資格を失う。院生会員の会費については別途定める。会費の変更は総会が決定する。

Ⅷ　会計監査及び予算
　　総会は年間予算を決定し会計監査一名を選出する。会計監査委員は年一回会計監査を行う。

Ⅸ　研究活動
　　本会は次の諸活動を行う。
　　（１）定例研究会及び合宿研究会
　　（２）専門別研究部会の設置、運営
　　（３）機関誌の編集、発行、普及
　　（４）プロジェクト研究及び出版
　　（５）その他

Ⅹ　『財政と公共政策』
　１ ．本会機関紙、『財政と公共政策』を年二回発行する。総会において編集委員会を設置し、編集
委員会がその編集、発行を行う。編集委員会の規則は別途定める。

　２．定期購読者は実費（送料込）で『財政と公共政策』を購入する。

ⅩⅠ　付　　　則
　　本会に必要な改正は、総会において行う。
　　本会則は1979年4月28日付で発効する。
　　本会則は2006年8月28日に改正され、同日付で発効する。
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